ア－・オルフェノフ 『日本的経営参加。神話と現実』(IV) by 宮坂 純一
奈良産業大学『産業と経済』第 2 巻第 3 号 (1987年12月) 83 - 110 
く翻訳〉 アー，オルフェノフ
『日本的経営参加。神話と現実.n (N) 
宮坂純一(訳)
目次
序論
第 1 章 労働者の経営「参加」問題に関する日本の主要な政治勢力の立場
第 1 節独占資本と「参加」問題(以上第 1 巻第 4 号)
第 2 節 中小企業経営者と「参加」問題
第 3節社会改良主義型「参加」
第 4:節 労働者階級の政党や進歩的労働組合の「参加」問題に関する立場(以上第 2 巻 1 号)
第 2 章現代日本の労資関係
第 1 節伝統的な日本的労資関係システムの起源と発達
第 2 節 70年から80年代初めにかけての労務慣行システムの近代化
第 3 章現代日本の「経営」参加
第 1 節職場レベルの経営「参加J (以上第 2 巻 2 号)
第 2 等企業(会社)レベルの経営「参加J (以下本号)
第 3 節部門や国民経済レベルの経営「参加」
結論
第 2 節企業(会社)レベ‘ルの経営「参加」
日本の支配階級は企業レベルの様々な「参加」制度を非常に重要視している。日本で最も普
及している(このレベルの) r参加」形態は「労使協議制」である。
日本には，例えば，西ドイツのように，このレベルの「経営参加」の一定の(かなり明確に
規定された)形態を前提とした，特別な法津は一一一連のブルジョア研究者たちはそのような
法制化が必要であると考えてはいるが一一存在していない。それ故に，乙の国では，一般的に
は，労使協議制の(絶対的に同一であると言えるような)統一形態がみられないのである。そ
の具体的形態は(経営側と〔企業別〕組合が締結する)労働協約を基礎として決定される。
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労使協議制は， 1950年代の中頃から，日本生産性本部のあと押しのもとに，日本の現実の労
務慣行のなかに定着しはじめた。現在では，乙の (1労使協議会J ， 1経営協議会J ， 1経営懇談
会」などの様々な名称をもっ)労使協議機関が，日本の圧倒的大多数の企業に，存在している。
ただ同時に，労使協議制の普及度と企業規模の聞にはかなり明白な相関がみられる。すなわち，
企業が大きくなればなるほど，そのような機関が設置される可能性が高くなっているのだ(表
プbレタリアート
5)。乙の状況は，なによりもまず，大企業ほど労働者の組織水準が高い乙とによるものであり，
表 5 常設的な労使協議機関の普及状況* (%) 
ゐ々受T 総計 10, 000 5000~ 1000~ 500~ 300~ 300人人以上 9999人 4999人 999人 499人 未 満
あ る 89.3 98.1 93.3 94.0 84.8 80.0 69.2 
な し 1 10. 7 1.9 6. 7 6.0 15.2 20.0 30.8 
計 100.0 100. 。 100. 。 100.0 100.0 100.0 100.0 
* r 日本の労使協議制j)， 1976年， 49ページから作成。
乙れがビジネスをしてヨリきめ細やかな社会的操作政策争実施するように鼓舞している。
労使協議制の推進者の見解に従えば，「経営者は団体交渉を意識的に避け，もっぱら労使協
議制を通して労使関係のすべての諸問題を解決するように努力しなければならない。労使関係
は信頼原則にもとづかなければならないのJL 信頼というフレーズの背後に(日本の労働者の
経済的利益を擁護する効果的手段である)団体交渉制度を破壊しようとするマネジメントの万
事
経営的事項
経営方針
生産・事務の合理化
会社の業績
経 理
職制機構の改廃
職務分折
そ の 他
生産的事項
生産計画
表6 労使協議制における問題解決方法*
(全体を 100とする)
項 意見の 協 議致
3.1 16.9 
。 4.4 
8. 1 45.4 
。 1.6 
。 3.4 
7.6 24.4 
3. 7 27.9 
15.4 。
1.3 1. 0 
1.1 9. 1 
(23) ~生産性運動。 10年の歩み.!， 1965年， 159ページ。
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報告説明 その他
64.2 15. 7 
86.2 9.4 
38.9 7.6 
86.9 8.8 
77. 1 13.5 
62.2 5.8 
21. 3 47.1 
53.8 30.8 
57.9 29.8 
72.2 17.6 
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事 項 意見の 協 議 報告説明 その他3& 
設備計画 。 8.0 72.6 19.4 
新機械・新技術の導入 0.5 9.5 64.9 25.0 
生産性の測定 2.6 15.0 44.4 37.9 
提案制度によって提案された事項の処理 1.3 14. 1 33.6 51. 0 
そ の 他 11. 8 1. 8 23.5 52.9 
人事的事項 8. 7 28.2 38. 7 24.4 
採用・配置基準 3.0 23.2 49.4 24.4 
人事異動基準 5.6 28.2 41. 8 24.4 
教育訓練計画 。 12.2 55.5 32.3 
勤務態様の分折 25.6 48.3 11. 4 14. 7 
そ の 他 5.6 22.2 22.2 50.0 
社会的事項 11. 2 57. 1 19.0 12. 7 
安全衛生 12.3 69.0 14.4 4.3 
福利厚生 17.2 66.2 13.0 3.6 
公害対策 4.2 38.6 30.2 27.0 
そ の 他 8.3 16. 7 8.3 66. 7 
労働条件的事項(賃金・労働時間・休日等) 73. 7 16.8 2.2 7.3 
そ の 他 43.4 35.4 6.6 15.6 
労働協約の解釈・適用 62. 7 24.9 1.2 11. 2 
苦情処理 31. 3 48.1 3.1 17.5 
就業規則の改廃 38.9 31. 9 13.5 15.9 
そ の 他 。 30.8 23. 1 46.1 
* rr参加時代の労使協議制J]， 1976年， 47ページから作成。
針が隠されていることは，容易に理解できる。
労使協議制のメンバーは経営側代表と労働組合代表である。それぞれの側の代表の人数の比
率は普通固定化されていない。なぜならば，それが本質的意義をもっていないからである。そ
こでは，決定が，投票ではなく，「参加」方式の適用(すなわち，意見の一致か，協議か，説
明報告か)を通して，おこなわれる。(協議される)具体的事項の性格が，いずれの万式が選
択されるか，を決定する。そのような事項は(労働条件から経理まで)極めて多様な性格をお
びている。これらの事項がいかなるものかに応じて，労働組合を決定に「参加」させる形態が
違ってきているのだ(表 6 )。
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表からわかるように，労働組合は労働条件および労働協約の解釈と適用に関する意思決定に
最も影響を及ぼすことができる。労使双方がこれらの事項について合意〔意見の一致〕に達し
ない場合，それらの問題は自動的に団体交渉事項に移される，という〔慣習が存在している〕。
団体交渉は，日本の経営者が考えているように，労使協議制と比べると(ヨリ対決主義の色合
いの強い)制度である。労働条件事項は，労使協議機関においていかなる形態で決定されるか
に関わりなく，団体交渉の過程でしばしば検討されている。だが(経理などの)最も重要な経
営的事項に関して言えば，表からわかるように，ブ、ルジョアジーは乙れらの領域に労使協議制
を通して影響を及ぼす可能性をプロレタリアートに与えていない。労働組合は若干の事項につ
いて知らされているにすぎず，しかもそれは組合活動家への報告に限定されており，報告の内
容も，当然の乙ととして，経営者側に厳しく統制されている。また同時に， (労使協議機関が
設置されている)企業の労働組合のかなりの部分がいわゆる「御用」組合(すなわち，真の労
働運動を破壊するために経営側によって組織された組合)である，という事実， I乙注目しなけ
ればならない。このような(労働者の利益というよりはむしろ「我」社の利益を擁護しがちな)
組合の指導者たちが，現実には，経営上の意思決定へと参加させられているのだ。(前ページ
の)表は，当然の乙とだが，乙のような「参加」と労使協議機関での真の組合指導者の活動を
区別していないのであり，乙れによって「意見の一致」項目の数字がかなりつりあげられてい
る。
意思決定形態が (1意見の一致J ， 1協議J ， 1報告」へと)区別されているが，これも必ずし
も判断の基準とはならない。労使双方の聞になんらかの事項について「合意=意見の一致」が
成立した場合でも，経営者側はそのような決定に従わない権利を留保している。労使双万の
「協議」とは(お互の利害に関わる)事項について単に意見を交換するだけのことであり，い
かなる「共同」決定もお乙なわれていない。そしてまた，「報告」とは詳細に調合された情報
を組合指導者に伝達することに限定されている。かくして，これら 3 つの「意思決定」形態は
「共同決定された」事柄の実現についていかなる義務も経営側に課していないのだ。「その他
の方式」に関して言えば，そこには，多分，ブ、ルジョア統計家の(すぱりありのままを言いた
くたいという)気持が隠されているのであろう。すなわち，かなりの数の企業では，一般的に，
一連の問題が労使協議機関の付議事項とはされていないのであり，それらを一指して「その他
の方式」項目に入れているのだ。かくして，日本の労働者階級は，労使協議制を通しては，経
営上の意思決定に，現実的には， l"\かなる影響も与えていないのである。それはただ生産上の
コンフリクトを(ブ、ルジョアジーの利益のために)出来るだけ対決を避けて調整する乙とに役
立っているにすぎない。
経営者は労使協議制をかなり高く評価している。表 7 からわかるように，日本生産性本部が
実施した調査結果によれば，対象企業の85.9%がその活動に満足している。しかも従業員10000
人以上の会社に限定するならば，その数字は96.2% となり，否定的な回答を示した会社は存在
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表 7 労使協議機関の成果に対する経営者の評価* (%) 
企 業 規 模
回 タ~コC 総計 10000 5000- 1000- 500- 300-
人以上 9999人 4999人 999入、 499人. 未300人満
かなり成果をあげている 85.9 96.2 85. 7 87.5 83, 3 70.6 78.6 
あまり成果をあげていない 6.5 3.6 7.4 2.4 23.5 7.1 
どちらともいえない 7.6 3.8 10. 7 5.1 14.3 5.9 14.3 
計 100 100 100 100 100 100 100 
* Ií日本の労使協議制.!I， 72ページから作成。
していない。
日本の労働組合は労使協議制の成果をかなり低く評価している。興味深い乙とだが，同じく
日本生産性本部が実施した調査結果によれば，そのような機関が存在する204社のうち， 85組
合(すなわち， 41. 7%) はいずれのナショナル・センターにも属しておらず(いわゆる「無所
属」組合であり)， 71組合(すなわち， 38.9%) は「同盟」に所属している。「無所属」組合が，
原則として，経営側の政策に追従していることを考えると，協調主義的路線の組合の割合は80
%以上を占めていることになる。進歩的な組合 (1総評j ， 1中立労連j ， 1新産別j) は少数であ
り，その割合は20%未満である。乙の乙とは，労使協議制が(労働組合が経営者側と協力しよ
うとしている)会社において最も普及しているととを，端的に証明している。
政治的立場を異にする労働組合の比率が(上述のように)片寄っていることが調査結果にも
一定の影をおとしている。調査結果によれば，労働組合全体の72.1%が労使協議機関の活動を
高く評価し，そのような成果を認めていないのは16.2%にすぎない。しかし，乙の高い数字は，
主とレて協調主義的な労働組合が労使協議制に積極的な態度をとっている乙と(すなわち，「同
表 8 労使協議機関の成果に対する組合の評価* (%) 
回 主仁主コ 総 評 中立労連 同 盟 新産別 無所属
かなり成果をあげている 9(45.0) 17 (68.0) 58 (81. 7) 2(66.7) 61 (71. 8) 
あまり成果をあげていない 7 (35.0) 5 (20.0) 8 (11. 3) 1 (3. 3) 12(14.1) 
どちらともいえない 4(20.0) 3 (12.0) 4 ( 5.6) 10 (11. 8) 
無 回 劣~ 1 ( 1. 4) 2 (2.3) 
計 20 
(100.0) 
71 3 85 
(100.0) (100.0) (100.0) (100.0) 
* Ií日本の労使協議制.!I， 81ページから作成。
盟」加盟の組合の 81. 7% と「無所属」組合の 71.8%がそれを支持していること)を述べてい
るにすぎないのだ。「総評」に加盟している組合に関して言えば，その45%が乙の制度の存在
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を歓迎しているにすぎない(表 8)。
日本の大多数の企業では，労使協議機関の他にも，団体交渉制度か存在している。そして日
本では乙れらの 2 つの「参加」制度が重なりあっている。なぜならば，企業別組合のもとでは，
乙れら 2 つの機関において同ーの 2 主体(すなわち，経営側と組合側)が対立するからである。
また実践的には，労使協議と団体交渉の聞に一線を画すことはしばしば非常に困難である。な
ぜならば，それらは，普通，類似した事項の解決に従事しているからである(表 9)。
表 9 からわかるように， (労使協議機関が設置され団体交渉がお乙なわれている)日本の企
業の約3で、は，これらの制度が明確昭則されていない。経営者がそれらを区別する乙とにー
表 9 労使協議制と団体交渉との関係* (%) 
企 業 規 模
平 均 10000 5000- 1000- 500- 300- 3未00人満人以上 9999人 4999人 999人 499人
労協と団交を区別 37.1 51. 0 33.3 38. 7 34.0 2. 7 38.2 
労協は団交の事前協議 38.4 28.6 37.0 38.0 38.0 59.1 32.4 
労協と団交は同一 24.5 20.4 29. 7 23.0 28.0 18.2 29.4 
計 100. 。 100.0 100.0 100. 。 100. 。 100.0 100. 。
* r 日本の労使協議制.!I， 99ページから作成。
定の成果をおさめている企業は従業員 1 万人以上の大企業だけである。
団体交渉は普通 1-2 カ月 1[. 1 度おこなわれ，その過程にて，主として，労働条件と従業員
の苦情が話しあわれる。日本のブ、ルジョア研究者が強調しているように，日本的土壌のもとで
「経営参加」を実現するための最重要な契機の 1 つは労使協議制と団体交渉の機能を明確に区
別する乙とで、ぁ di 乙の点，一連の分折からつぎのような結論がでてくる。団体交渉は従業員
の利益を擁護する乙とをその基本的目的とし「参加」問題を階級闘争の立場から解決するが，
労使協議制は生産の機能的改善や労使対立の緩和に注目するにすぎない，と。従業員は団体交
渉の過程で(自己の要求を満足させるために)ストライキに訴える乙とができるが，労使協議
制では，そのような事態に至る乙となく，非常に「穏やかに」協議がおとなわれてきたのだ。
しかし ， 1970年代の中頃1[.，労使協議制がその「和解J 機能〔すなわち，労使間の紛争を未
然に防ぐ機能一一一訳者〕を余り効果的に遂行していないことがあきらかになった。それがため
に，若干の経営者たちは経営側と組合幹部の現実の相互関係のなかに非伝統的な「経営参加」
形態を採り入れる方向をめざしはじめた。乙の場合，特に，(取締役会あるいは監査役会に従
業員代表を参加させる乙とを予定した) I労働者重役制」と「労働者監査役制」が注目されてい
凶例えば， <日本労働協会雑誌}， 17巻， 1975年 5 月号 (194) ， 14ページ参照。
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る。だが(これらの制度のヨリ幅広い適用を志向した)ブ、ルジョア労働問題専門家の多数の勧
告にもかかわらず，経営者の多数はこれに対して極めて冷淡である。例えば， 1978年の中頃に
は，「労働者重役制」は従業員30人以上の企業の1. 5%に導入されていたにすぎなかっ ff!
この制度が実施されている会社でも，それは取締役会への一人あるいは数人の組合役員の純
粋に形式的な参加にとどまっている。彼らは実際にはいかなる権限も有しておらず，会社の活
動について報告をうけるだけであり，営業上の秘密を口外しないことや入手した情報を会社の
不利益になる形で利用しないことを義務づけられている。さらには，「労働者重役制」は， (伝
統的に「階級協力」雰囲気が保持され，組合の指導者が経営側の手先であり，従業員が長期間
にわたって「愛社心」を発揮してきた)会社においてのみ，導入されている。また(会社の役
員が労働組合員であることを認めていない)労働組合、法が「労働者重役制」発達の重大な法的
障害となっている。これによれば，取締役会のメンバーとなった労働組合活動家は，普通，そ
の期間中だけ組合員ではなくなるのだ。
「労働者監査役制」は，一般的には(主として，法的制約のために)日本の企業では実践さ
れていない。例えば，商法 276 条は，会社の従業員は同時にその会社の監査役とはなりえない，
と規定している。さらには，監査役の可能性自体が一般的には極めて制限されているのだ。会
社法によれば，彼らは取締役の職務執行を監査する権限を与えられておらず， 1976年の改正ま
では，監査役の任務は会計監査に限定されていた。彼らは営業上の秘密の保持を義務づけられ
ており，このことが彼らの標準的な活動の重大な障害となっている。それ故に，「労働者重役
制」あるいは「労働者監査役J が日本の会社においていくらかでも幅広く普及するためには，
なによりもまず商法や労働法の本質的改正が必要なのである。
現実には，企業レベルの様，々な「参加」制度は普通お互いに極めて密接にからみあい，また
低いレベルの「参加」万式とも結びついている。それ故に，労働者の経営「参加」という考え
万が一連の具体的な日本企業においていかにして実現されているのか?を考察することが合目
的的であろう。以下の行論では， (日本のブルジョア学者の主張によれば，経営「参加」運動
において先頭に立っている)会社の「参加J 形態を考察する。
日本において「参加」制度を積極的に導入した会社の 1 つが〈松下電器〉である。この会社
の労働組合は1974年に「参加」制度導入闘争を展開した。その要求はつぎの点にあった。①労
使協議制を，あらゆる生産的事項と経営的事項が双方の意見の一致のもとで解決されるように，
拡大すること;② 3 人の組合代表を重役会に参加させること。
経営側は，これに対して，経営側が労使協議制の現在の状態に満足している乙と，組合活動
家が重役会に参加することは経営権の侵害につながること，を直接に言明した。しかし， 4 ヵ
年にわたる(積極的な形態ではなしその大部分が経営側と組合代表の交渉という形態をとっ
間 「労働力と企業経営~， 1978年， 196ページ。
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た)闘争の結果，組合側はある程度自己の立場を貫き通す乙とに成功した。 1978年 7 月，労使
聞に協定が結ばれ， 3 つの(会社レベルの)経営参加機関が設置された。経営委員会，本部長
との経営懇談会，中央労使協議会，がそれである。
経営委員会には，すべての取締役と 3 人の組合代表が参加する。この委員会は，経営万針，
人事管理，投資計画，組織変革，の諸問題題の実施のために， 1 ヵ月に 1 度召集される。労働
組合の指導者が審議事項を秘密にする乙と，経営側が労働組合の立場を考慮に入れること，が
義務で、ぁ di それとともに，協約l乙は，双方の意見が分かれた場合，経営側は労組の見解をと
りあげる必要はない，と明記されていよ!この但し書きによって，マネジメン卜は，本質的に
は，自由となり，労組の意見を考慮せずに経営する乙とが可能となっている。
本部長との経営懇談会は，定期的にではなく，経営側あるいは労働組合の要求があった場合
に，開催される。双方にそれぞれが引きうけた義務を遂行させることがこの会の目的である。
どちらかの側が，他万の側は引きうけた義務を誠実に遂行していない，と指摘した場合に，乙
の紛争が「本部長との経営懇談会」の召集を通して調整される。そのメンバーは問題によって
変動するが，社長と 3 人の組合代表は常任メンバーである。
中央労使協議会は通常の労使協議機関と(若干違うが)ほとんど同一である。経営委員会の
開催の前に(普通 1 ヵ月に 1-2 回開催される)会議において，それぞれの側が自己の立場を
明確にしている。そこには，経営側から，本部長と部長が，組合側から， 3 人の組合役員と若
干名の組合員が，参加する。
工場〔事業所〕レベルでも，同じような形で，「参加」機関が設置されている。例えば，事
業所経営委員会，事業クゃループ経営懇談会，事業所労使協議会，がそれである。それぞれの機
能は(前述してきた)上のレベルの「参加」機関の機能と類似している。また最後に，職場レ
ベルでは，職場運営委員会が存在している。それは 2 ヵ月比 1 度開催され，職場・班・現場の
生産過程の改善問題が審議される。そ乙では従業員の苦情も検討される。職場運営委員会のメ
ンバーは，職場長とその代理，そして組合員と若干名の労働者で、ぁ次
ブルジョア出版物は〈松下電器〉があたかも労働者の経営「参加」への途をひらいたかのご
とく主張してし%が，そこでお乙なわれている「参加」は労使協議制の枠を越えていないのだ。
経営委員会は，本質的には，協議会の新しい形態である。なぜならば，そこでは真の権限が統
合部分(すなわち，取締役会)に集中しているからである。労働組合は，従って，真の「参加」
を獲得していないのであり，一定の経済情報を入手する権利を与えられているにすぎない(し
間 『内部からみた松下電器の労使関係~， 1979年， 179-183ページ o
m 同上， 194ページ。
(28) Social and Labour Bulletin, 1978, No.1 , p.27. 
(29) IF内部からみた松下電器の労使関係~， 192ページ。
(30) The Japan Economic Journal , 1978, July 18, No.810, p.10. 
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かもそれを秘密にしておくことが義務づけられている)。一面で，これは， {松下電器〉経営側
が「経営参加」問題に臨機応変にアプローチしそして(少しだけ譲歩し)階級闘争の熱を下げ
ることに成功したためである。また他面で，この会社の(改良主義的立場にたつ)労働組合の
幹部が，真の「参加」を実現するためには，単に一定の「参加」制度をつくりだすことだけで
なく，通常の階級闘争形態を利用することが必要であるということを理解しなかったし理解し
ようとはしなかった。乙の事例は，労働者階級を資本主義経営システムに根づかせるためには，
「参加」導入のイニシアティブが労働者の側から生まれるだけでは不充分である，という事実，
を明白に示している。労働組合が，「経営参加」の導入にあたってまたその実現にあたっ τ，
明確な階級的立場にたつこと，もJをの必要不可欠な条件なのである。
〈目立造船〉も「参加」問題に多大な興味を示した。この会社の社長永田敬生が， 1960年代の
初め頃に，「百万人の経営」と名づけられた経営概念を提唱した。その原則はつぎの点にある。
①経営側と労働組合はパートナーである，②従業員と経営者の繁栄は会社の繁栄に依存してい
る，③労働組合は会社の繁栄を積極的に促進しなければならない，④労働組合と経営者は会社
アイデアの経営に共同して責任をもたねばならなし町しかし，永田敬生が彼の考えの実現に本格的 l乙取
組みはじめたのは1970年代にはいってからであった。これは， (この会社の従業員が結成した)
進歩的な労働組合が会社の繁栄を促進しようとはせず(労使協力という)反労働者的政策に積
極的に反対したためである。労働線戦の統ーを分裂させるために，経営側のイニシアティブの
もとに， (現場の生産労働者のJ I 目立造船労働組合」に対抗して〔事務・技術者のJ I 目立造
船社員組合連合会」が結成され，彼らには一連の特典が与えられた。例えば，住宅購入や子弟
の教育のための貸付がお乙なわれ，様々なレクリエーション施設が組織された……。その後漸
次〔現場の〕労働者も後者の組合に移りだし，前者の組合は後者の組合の影響下にはいり改良
主義的立場をとるようになってしまった。
かくして， 70年代の前半には，永田社長の経営理念は労働組合からの組織的な反撃をこうむ
らなくなった。そして更に， (70年代に日本の造船業を襲った)不況が， {目立造船〉の経営者
をして「参加」制度を導入させる重要な刺戟となった。この不況下に，会社の指導部は，自己
の競争能力と高水準の利益を維持するために，「経営参加」理念のブルジョア的解釈を従業員
や組合幹部の意識に根づかせることによって彼らの改良主義的態度を強化する方向をめざした
のである。実践的には，これは1975年の新しい労働協約の締結という形であらわれた。そこで
は，「参加」と結びついた事項が重要な位置を占めていた。
協約の前文には，特I乙，労使は相互信頼のもとで会社の経営に共同で責任を負うパートナー
である，と記されてし1431 この「共同経営」の実現のために 2 つの「参加」制慶が予定された。
。1) W労働力と企業経営~， 201ページ。
(32) (経済)， 1976年， 10月号 (150) ， 157ぺーツ。
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経営委員会と労使協議会である。そして逆に，団体交渉は，乙の会社では，然るべく普及しな
かった。
乙の「参加」制度の重要な機関はいわゆる中央経営審議会である。これには，会社のトップ
マネジャーと 2 つの組合の最高幹部が参加している。ここでは，経営目標，計画，会社の状態，
などの問題，が討論されている。そして，その他の(会社の経営政策の)部分的問題について
は，中央経営審議会の下部組織(すなわち，経営分科会，経営専門委員会，経営審議会運営会
議)において議論されている。これらの機関に〔参加した〕従業員代表は入手した情報を秘密
にすることを義務づけられている。また事業所単位では，事業所経営委員会が設置されている。
それらは生産計画や人員の配置転換などの問題を協議している。その組織原則は中央経営審議
会の場合と同一である(但し，事業所レベルにあわせであるが……)。
協約の分折は，労働組合が，乙のシステムのもとでは，経営参加に関して真の力をもってい
ない，ということを示している。意見の一致に達した決定だけが実行に移される。意見が不一
致の場合，経営側は従業員の意見をとりあげないことができる。協約に記されているように，
会社は，原則として，それら(意見の一致に達しなかった施策)を実施しないのであり，会社
の存続に関わる事項は経営の責任において実施するのである。かくして，経営側は自由に社会
的操作をおこなうことができる。経営側にすれば， ~、かなるケースが例外であるのかあるいは
会社の存続は何に依存しているのかを説明するだけでよいのだ。そしてこの場合，労働組合は，
経営責任分担に関する(かのすでに採択されている)義務を考慮に入れると，独断では処理で
きない，情報，を入手するにすぎないのだ。乙のような情報は非常に高価である。すなわち，
労働組合の活動は経営側の統制下にある。
〈目立造船〉では，中央経営審議会のほかに，中央労使協議会と事業所労使協議会，が設置
されている。乙れは労働条件を協議し，従業員の苦情を検討し，労使の対立を調整している。
そして最後に，職場レベルで、は，経営協議懇談会，職域会議，そして様々な自律小集団，が
機能している。これらの活動は具体的な生産単位の活動の改善に向けられている。乙れらは，
人員の配置や配置転換，教育訓練，の諸問題， I乙従事してい d!
永田社長は(乙の制度を激賞して)ある論文で感嘆の声をあげている。乙れは事実上の「共
同決定」と考えてよいのではなかろうぷ?と。しかし ， (日立造船〉の「参加」実践は，経営側
が(言葉の上では「経営参加」を歓迎し様々な制度を導入しているが)もっぱら自己の階級的
目的を追求し経営政策に対する労働者階級の影響力を拡大させることを望んでいない，という
事実，を示しているにすぎない。永田社長は，経営審議会において，会社の経営状態が苦しい
ことを引きあいに出して， 1 年間賃金を凍結し 2 ヵ年にわたって (1278人の解雇を含む) r合理
。3) <経済}， 1976年， 10月号 (150) ， 157ページ。
(34) F労働力と企業経営ゎ 202~203ページ。
(35) <エコノミスト}， 1976年， 54巻22号， 27ページ。
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化」をおこなうことを提案した。経営側は，組合の指導者たちが (1参加民主主義」に魅了さ
れて)その反労働者的計画に応じ， [その経果〕労働者の経済的権利への攻撃が(それほど紛
糾せずl乙)可能である，と考えていた。しかし，労働組合は(その当時協調主義的立場をとっ
ていたにもかかわらず)そのような提案に反対した。それにもかかわらず，賃金「凍結」・合理
化プログラムは実現された。なぜならば，それが会社の最高の利益に一致していたからで、あた。
乙の例は，ブルジョアジーによって導入された「参加」制度を媒介として経営管理領域におい
て労働者階級の真の権利を拡大することは非現実的である，ということをこのうえなくよく示
している。
〈鐘紡〉の経験も日本では幅広く知られている。 1974~75年の経済危機の時期に，乙の会社
の経営者は，危機の重荷を従業員の肩に転嫁させるために，「労使協力」を強化する万針をと
った。〈鐘紡〉社長伊藤淳二は，自己の信念として，つぎのように述べた。「未曽有の不況，
変動期に私たち労使は一体になって明日の生活の安全をはかるために協力して企業を防衛しょ
孔この会社の労働組合はこのデ、マ的アピールに応じ， [その結果〕この企業では， 「所有へ
の参加j ， 1分配への参加j ， 1最高意思決定への参加j，といった「参加」制度，が導入された。
「所有への参加」とは一定数の株式を従業員に持たせることである。しかし，これは投票権の
ない株式かあるいは部分的にしか投票権を与えられていない株式であり，その総数も少なかっ
た。それ故に，株主総会での従業員の発言は非常に限定されていた。それにもかかわらず，経
営側は，たとえ一株の所有主でも企業の共同所有主であり， {鐘紡〉では全従業員が株式をも
っているために，この会社は単に雇主だけではなく従業員のものである，とのテーゼ\を執拘
l乙宣伝した。それ故に，経営者の見解l乙従えば，従業員の賃金は前以って定められたものでは
ない(すなわち，それは，賃金ではなく，利潤の一部を構成する所得なのであれその額は労
使協議会で決定されるのだ)。マネジメントは(このような「分配への参加」図式を利用して)
あらたに創りだされた価値を自分にとってヨリ有利なように(つまり，賃金総額を犠牲にして
利潤額を増大させる方向で)配分することに成功したのである。そして最後に，「最高意思決
定への参加」機関として， (取締役会の機能を遂行する) 1労使経営委員会」が設置された。そ
守 1乙で、は経営側がす議席を占め，労働側かτを占めている。労働組合は，これと引換えに，経営
責任を経営側と分担することに同意した。この(えせ共同決定型)ブ、ルジョア「参加」の本質
やその導入の目的を，つぎの事例がよく示している。最初の(経営側と労働組の) 1共同」決
定の 1 つは 1 ヵ年の賃金凍結であった。労使経営委員会への従業員代表全員がこの提案に反対
したにもかかわらず，これは，「多数決にてj (すなわち，資本側の賛成によって)実行に移さ
れたのである。
(36) {経済}， 1977年， 10月号 (150) ， 162ぺーツ。
(問松本広治『日本の経営参加~， 40ページ参照。
(38) 同と， 39~40ページ。
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多数の中小企業においても「経営参加」には多大な注目が払われている。例えば， {山崎倉
庫〉では，取締役会の附属機関として「企画委員会」が常時機能している。乙れは 3 人の経営
側代表と 3 人の組合代表から成っている。長期および中期の経営計画・投資計画に関して勧告
を作成する乙とがその課題である。しかし，決定権は取締役会にある。企画委員会の勧告は極
めて形式的にとりあげられるにすぎず， t '1かなる勧告でも拒否できるのだ。それ故に，乙のタ
イプはせいぜい(労働者組織に経営管理に関する真のテコを与えない)協議「参加」にすぎな
い。だがそれと同時に，労働者代表のなかには，彼らがマネジメント構造の重要な要素に転化
している，との幻想，があらわれた。その結果， (その制度が導入されるまでは極めて戦闘的
であった)労働組合が漸次それから転換し「協調」政策をとりはじめたので、ぁ弐
結論として， (一部分の支配階級の側からも激しく批判された)極めて珍しい「経営参加」
の事例に言及しておきたい。それは〈サンケイ新聞〉で導入された「参加」制度である。そこ
では1974年に労働協約が締結され，つぎのような「参加」形態が予定された。
〈サンケイ新聞〉労働組合委員長は( 1 ヵ月に 1 度開催される)取締役会に陪席する権利を
得た。しかし，彼は発言権や議決権を与えられず，会社の状態について』情報を入手するにすぎ
ない。協約では，彼はその情報を会社に不利益になるような形で利用してはならない，と記さ
れている。また，委員長は( 1 週間に 1 度開催される)定例局長会議には決議参加している。
彼はそこでは少数派であり，決定が多数決にておこなわれるために，彼の「参加」は事実上虚
構である。協約には同時に(副社長や主要局長そして組合の執行委員が参加して 1 ヵ月に少な
くとも 1 回開催される)労使協議会の実施も触れられている。労働問題に関しては， (労務担
当重役や次長そして組合の執行委員の参加のもとで)団体交渉が定期的にひらかれている。後
者の 2'つの制度ではいかなる決定もお乙なわれていない。それらは(経営方針から労働問題に至
る)非常に幅広い問題にわたって意見を交換しあう機関にすぎない。
経営側は(労働組合に乙のような「譲歩」をおこない)それに見合うものを要求した。協約
には，最も重要な条項の l つとして，労使聞の問題はすべて話しあいによって平和のうちに解
決し争議はしないという平和義務，が明文化されていイ!組合幹部は，乙れによって，本質的
に，ストライキを自発的に拒否したのだ。経営側は，この「参加」制度の導入によって，経営
事項への労働者の介入領域を拡大しなかっただけではなく事実上それを「ゼ、ロ」にしたのであ
る。〈サンケイ新聞〉の「参加」制度は，興味深い乙とに，多数のブ、ルジョア研究者からも批判
された。彼らは，多少の根拠のもとに，ブ、ルジョア的「参加」自体がそれによって信用を失う
乙とになる，と考えたのだ。例えば，白井泰四郎は，このような諸施策が職場からの労働組合
活動の排除につながか ，経営民主化とは逆の方向に作用し ff) と述べている。注目すべき
(39) {東洋経済}， 1975年， No.3895, 86-87ページ。
位。)吉川栄一『参加の経営と企業革新.1， 140-142ぺージ。
似) ~経営参加の論理と展望.1， 191ページ。
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ことは，乙のタイプの「経営参加」が(第 1 章で考察した)日本生産性本部によって推進され
たモデルを極めて生々しくほうふつとさせる，という点である。
企業レベルの「経営参加」実践の分折はつぎのような結論を可能とする。経営側は (1参加」
を実施するが)経営権を捨てきるつもりはない，と。逆に，乙のスローガンのもとで，労働者
階級の権利への攻撃，伝統的な階級闘争形態への攻撃，がお乙なわれているのだ。
第 3 節産業部門や国民経済レベ、ルの経営「参加」
会社レベルより高いレベルの「経営参加」は，日本では，他の発達した資本主義諸国と同じ
ように，あまり普及していない。独占資本は全体としての資本主義的生産・再生産の過程への
労働者階級の影響力を強めないように努力しているのだ。
[1973年 8 月〕現在日本では，海運，繊維，セメント，電線，石炭，自動車，電力，造船，
鉄鋼，金属鉱業，電機，の11産業において， 16の産業別労使協議機関が設置されていよ!従っ
て，日本の圧倒的大多数の産業では，労働者代表が(自己の所属する)部門の発達について意
見を述べる権利を与えられた機関，が存在していないのである。
産業段階における労使協議機関は，会社レベルのそのような機関と比べると，余り権利を与
えられていない。会議は， 1 ヵ年に 3~4 回， もっぱら双方の側に関係ある問題について』情報
を交換するために，開催される。産業別労使協議会の活動には，一面で，産業別経営者連合が，
他面で， [労働組合の〕産業別連合体が，参加する。それぞれの代表の数は固定されていない。
乙の会議では，産業政策，環境保護政策，安全技術問題，労働市場問題，が取りあげられてい
る。これらの機関は普通(産業別賃金水準と労働時聞が決定される)産業別団体交渉の準備段
階として利用されている。(この会議に参加する〉産業別連合体の大多数が同盟に所属して
いるために，乙のレベルの「経営参加」は一般的にいえば改良主義的傾向を示している。これ
らの機関がいかなる現実的な力も有していない乙とが特徴的である。特に，それには経営者に
(事前の話しあいで決められた)賃金水準を守らせる権限が与えられていない。それ故に，
(乙れらの会議で活動する)組合代表はこの制度に極めて慎疑的に接している。例えば， (産
業別労使協議機関に長期間かかわってきた)全繊同盟の指導者の一人は，これを，無駄な生産
会議，として特徴づ、けてし144!
70年代の後半になると経営者たちは(春闘の時期に対立が深まることを避けるため l乙)産業
別労使協議制をしばしば利用するようになった。伝統的な問題(特に，いままでは労働者の積
極的な参加のもとで春闘において解決されてきた，賃金水準や労働時聞に関わる問題)の大部
分が，今日では，巨大資本の経営者と指導的な組合リーダーとの聞の「院外」交渉の対象なの
(42) ~議座現代の賃金第4 巻ゎ 1977年， 49ページ。
(43) ~職場の人間化J ， 1974年， 47ページ。
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である。乙れは，一面では，日本の労働者の生活・労働条件改善闘争の可能性を制限し，他面
では，彼らの階級意識の低下を促進している。
このような(産業別レベルの「参加」にみられる)状況は国民経済レベルにもあてはまる。
労働代表が参加している政府関係審議会は( 246 審議会のうちの) 41にすぎない。例えば，労
働省のなかに13審議会が存在し，以下それぞれ総理府 8 ，通産省 7 ，厚生省 5 ，大蔵省 3 ，運
諭省 2 ，文部省 1 ，建設省 1 ，農林省しとなっている。労働者代表委員の数は 145 人であり，
委員総数 (1138人〕のほぼ13%である。いずれの審議会においても労働者代表は25%以上を占
めていない。 1965~75年の日本の経済発達計画を作成した委員会には労働者代表は一人だけ参
加し， 80年代の将来計画作成には労働者代表は一人も参加していなかった。また，様々な立場
の組合活動家が委員であり，原則として，イデオロギー的に相違しているために，統一戦線を
形成することが困難である。前述の 145 人の労働代表委員の内訳は，総評67人，同盟56人，中
立労連20人，新産別 2 人で、あっ di 大多数の政府関係審議会の権限浦日限されていること，そこ
では支配隣;&代表があきらかに支配的であること，組合闘争の統一戦線が存在していないこと，
のために，そこでの「参加」は事実上言葉の上だけにおわっている。それとともに，そ乙 l乙は
支配階級の(多数の組合活動家の協調主議的志向を強化しようとする)試みがみられ，それが
しばしばかなり成功している。
かくして，資本は(上述の「参加」制度を導入しているにもかかわらず)国民経済の調整に
影響を及ぼす現実的なチャンスを日本の労働者には与えていないのだ。このような「参加」の
基本的機能は階級闘争を「穏かなj (経営側に受け入れられる)レールへと移すことなのであ
る。
上に述べてきた乙とはつぎのような結論を可能にする。第ーに，日本的土壌のもとで今日発
達している「経営参加」制度の絶対的大多数は「参加」へのブ・ルジョア的アプローチの産物
(すなわち，事実上は「えせ参加j) である。第 2 に，経営者は(具体的な生産活動の管理に
関する権利を労働者に与えているが)乙の権利を労働者に向けて，搾取を強化している。第 3
tL.，ブ、ルジョアジーは(労働組合に会社の政策決定l乙「参加する」権利を吉葉のうえでは与え
ているが)実際には労働組合を自己の統制下におき反労働者政策を認めさせようとしている。
第 4 に，ヨリ高いレベルの参加は一連の協議機関への組合代表の全く形式的な参加であり，独
占体の改策や国家の経済政策に事実上影響を与えていない。
しかも，日本の経営者は，経営者連合や日本生産性本部が提起した「経営参加」概念，すな
わち，労働組合運動や労働運動に対する資本側のヨリ・オープンな攻撃を予定した「参加j ，を
具体化しようとしている。また(社会経済問題国民会議や現代総研によって提起された) I参加」
(4) Ií経営参加の論理と展望~， 77ページ， 217ページ; Consultation at the lndustrial and National Levels , 
Geneva, 1976年， 38ページ。
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理念を受け入れ実現したのは一一これが労働組合指導者を協調主義的主場へと変えることによ
って労働組合運動を資本主義体制へと「統合する乙と」をめざしたものであったにもかかわら
ずーーとく少数の経営者にすぎなかった。これは日本の労働組合運動が70年代の終り頃から全
体として「右傾化」してきた乙とと結びついている。日本の支配階級が超繊細な社会的操作政
策の実施をそれほど重要視したり必要視しなくなったのはまさにこのためである。
多様な「参加」形態の分折は，ブ、ルジョアジーのイニシアティブのもとに宣伝され実施され
てきた「経営参加」は国民経済の高い次元の民主化であり，乙れが「社会的に公平な」社会の
確立をもたらすのだ，との日本のブ、ルジョアジーの主張が根拠のないものであること，を証明
している。現代日本のブルジョア的「参加」は，日本の進歩的な研究者熊沢誠の表現に従え
ば，労働者階級の権利に対する攻撃，なので、ぁ弐
結 呈;.ð島日間
発達した資本主義諸国における労資の矛盾の激化は，一面で，プロレタリアートの階級闘争
の新しい形態の出現，他面で，支配階級による(社会的操作を通した)労働搾取のヨリ洗練化
された方式の探究，をもたらした。そしてこれが，今度は，つぎのような(一見したところ)
逆説的な現象を生みだしている。すなわち，ブ、ルジョアジーは，労働者階級が提起した(我々
の状態を改善せよという)要求を，自己の階級的利益のために洗練された形で利用しようとし
ているのだ。さらには， リベラルな(労働者の希望を予想した)ブ、ルジョアジーが一連の改革
の実施を提案しているが，それは(外的には進歩的な性格を示しているとしても)実際には労
働者の利益に対立している。これらの改革はしばしば協調主義的なプロレタリアートの一部分
によって支持されている。
マルクス主義研究者は，発達した資本主義諸国の労働者の経営「参加」問題はこの(極めて
複雑なそして決して一義的ではなし ì) 観点から考察しなければならなし万と考えている。ソビ
エトの研究者の集団的労作では，「一連の諸国のブ、ルジョアジーは，労働者階級の圧力のもと
で，経営参加権を承認せざるをえなかったが，すぐに(労働者代表機関を自己の権力システム
に統合させることやそれを階級支配のついたてへと転化させることによって得られる)すべて
の利益を認識するに至ったの札，と書かれている。現代日本の「参加」の現実の分折は，ブ
ルジョアジーが(それ自体は進歩的な) I参加」スローガンを効果的に利用し(いまだ充分に積
極性を発揮していない)進歩的勢力を後万へと押しやりこの運動の先頭に立っていること，を
はっきりと証明している。
制) Ií経営参加論批判~， 86ページ。
(1) Ií第 2 次大戦後の発達した資本主義諸国の労働運動 (1945~1979年)~， 1981年， 254ページ。
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資本主義諸国の民主勢力は，労働者のための「参加」闘争の過程で，多数の重大な理論的お
よび実践的問題にぶつかっている。特に， (1980年に) ドイツで開催されたシンポジウムの報
告やその後のマルクス主義文献では，一連の諸問題についてかなりの見解の相違があることが
あきらかにされている。これと関連して言えば，日本の左翼勢力は「経営参加」問題に対する
態度をあまり明確にしていないのであり，西ヨーロッパ諸国の「参加」経験や実践の分折を基
礎としてこれらの諸問題のいくつかを考察することが合目的的である，と結論づけられている
にすぎない。
最も重要な問題の 1 つはつぎの点にある。労働者階級の政党や進歩的組合は会社の最高決定
機関への労働者代表の参加をもとめて闘うべきなのか〔いわゆる「内在的 (BCTpoeHHoe) 参加J J，
それとも純粋な労働者組織を介して独占体の経営政策に影響を与えるべきなのか〔いわゆる
「外在的 (aBTHoMHoe) 参加JJ ，という問題である。
ドイツ共産党は第一の観点を支持している。西ドイツの共産主義者の見解に従えば，「経営
管理への民主的参加や労働者統制をめざす闘争は，西ドイツの条件のもとでは，労働者階級そ
して(工場や会社規模の)その機関や組織の民主的権利や社会的権利さらには経済政策領域へ
の影響力を守り確固なものとし拡大することをめざす闘争の最も重要な部門で、ぁ北彼らほ対ト
ナー
等参加を要求しているが，このような諸万策を実現することによって資本主義から社会主義へ
といかに転化していくのか?は問題となりえない，と指摘している。西ドイツのプロレタリア
ートは乙の領域においてし可かなる成果をあげたのであろうか?
乙の領域における最も本質的な成果は (1951年法に従って実施された) ["""参加」である。乙
れ〔共同決定法〕はすべての国民経済ではなくその一部分(すなわち，石炭・鉄鋼部分)にだ
け適用された。そしてその他の部門の「参加」は，その後 l乙採訳された別の(ブ、ルジョアジ
ーの社会的操作の産物でもある)法律によって則定されたのである。
例えば， 1952年比「経営組織法」が採摂され，それに応じて労働者代表が(石炭・鉄鋼部門
を除く)すべての部門の監査役会のよを構成するようになった。そこではすべての問題が過半3 
数l乙て決定されたために，参加は口先だけのものであった。さらには，労働者代表は営業上の
秘密を守ることを義務づけられていた。そして最後に，階級協力という考え万がこの法律全体
を一貫してつらぬいていた。このような「参加」実施の基本的目的は，本質的には，労働者の
利益を守ることではなく， 1951年法タイプの「参加」を実施しないことであった。このような
政策はブ、ルジョアジーに一定の利益をもたらしたが，労資の矛盾をなくす乙とはできなかった。
上述の法律の改正をめざす西ドイツの労働者階級の闘争の高揚はその結果であった。そしてつ
いにブ、ルジョアジーは1971年に経営組織法の若干の改革をおこなわざるをえなくなった。しか
し，これは経営管理領域の労働者の権利の本質的拡大に結びつかなかった。逆に，「参加」を
(2) {平和と社会主義の諸問題}， 1980年， 5 月号， 64ページ。
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めざす闘争は強まったのだ。
その結果，労働者のストライキやデモを背景としておこなわれた，社会民主党，自由民主党，
ドイツ労働総同盟， ドイツ経営者団体連盟の代表者たちの長期間にわたる協議を経て， 1976年
に，共同決定法が採択された。乙の法律によれば， 2000人以上の従業員を擁する大企業では，
(10名の株主代表， 10名の労働代表， 1 人の議長，から成る)監査役会を設置しなければなら
ない。しかし，多数の組織は，この(対等と思われる)制度を事実上「虚構」へと転化させて
2 いる。第 1 t乙，議長は監査役会の構成員のすの多数決にて選出されなければならないのだが，
このような大多数の賛成が得られない場合には，株主代表が(自分たちの側の過半数の賛成を
得て)議長を選出する。第 2 t乙，議長が，投票の場合には， 2 票の権利をもっている。第 3 に，
労働側代表は10人であるが，その 1 人はいわゆる〔上・中級管理者や高級スタッフを意味する〕
「管理職員」であれ彼は管理職員クゃルーフ。から選ばれる。このような「労働者代表」が資本
側に組みする乙とは明白である。それ故に，監査役会は表面上は民主的である(資本側と労働
側がそれぞれ10名であれ中立が 1 人である)が，実際には資本側が過半数を占めている。実
際の勢力分野は13対 9 となり，経営側に有利で、ぁ♂ドイソ共産党やドイソ労働者総同盟はこ
の法律に激しく反対し，その反労働者的本質を徹底的に究明し広く知らせている。それと同時
に(ブ、ルジョアジーの宣伝にだまされた)労働者の一部分はこのような問題解決に満足してお
り，これによって階級闘争の熱が部分的に下がったのであった。従って，「内在的参加」領域
における労働者参加の成功は，現在では，それほど大きなものではないのだ。
イタリアの共産主義者は(労働者代表を会社の最高指導機関に参加させる) r参加」形態を
かなり激しく批判している。彼らの見解によれば，これは不可避的に階級協力形態の形をとる
かあるいは労働者の利益を表面的にのみ擁護することになる。彼らは，参加闘争の目的とは，
経営構造において過半数を占めることや対等になることではなく，団体交渉制を発達させるこ
と(すなわち，そこで多数の問題を解決し，その権限を強めていくこと)である，と考えてい
る。イタリアの労働者は，乙れを基本として，その闘争において本質的な成功をおさめた。 1970
年に，革命的な積極性高揚を背景として，労働者憲章が採択された。そこには(労働協約の諸
条件を決定し団体交渉をおこなう)労働組合の権利がはじめて認められている。労働者はいわ
ゆる「工場評議会」を設置する権利を獲得した。労働者憲章によれば，工場評議会は労働者代
表のみから成りたち，その基本的機能は経営者と団体交渉をおこなうことである。イタリアの
団体交渉制度は今日では(労働条件特に賃金水準の決定に制限されていた)伝統的枠を越えて
いる。 1970年代の初め頃から，この交渉の過程において，雇用の安定，労働者への経済情報の
提供，労働者の技能資格の決定，昇進，配置転換，の問題，が議論されている。最近の労働協
約では(生産の目的の決定，投資の額と方向，新技術の導入，生産物の品目や量の計画などの)
(3) International Labour Review. 1978, vol. 117, No.1 , p.83. 
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重要な問題に関して少なくとも 1 ヵ年に 1 度団体交渉を実施するように決められている。協約
には，決定事項が本当に遂行されるか否かを労働者側が統制する極めて有効な道具，が必ず織
り乙まれている。団体交渉自体は，当然の乙ととして，決して「穏かな」状況のもとでお乙な
われているわけではない。逆IL.，労働者は，団体交渉の時期に，自己の要求を認めさせるため
にストライキをお乙なっているのT史乙のような積極的な立場(すなわち，「参加」問題にお
ける階級闘争の立場)がイタリアの労働者階級をして自分たちの権利を極めて効果的に擁護
することを可能にしているのである。
かくして，イタリアの「外在的参加」実践は(西ドイツの「内在的参加」よりも)多大なも
のを労働者階級に与えている。これを基礎として，前者は 1 つの労働者参加であるが，後者は
結局はえせ参加である，との結論，を下す乙とは正しいであろうか?そうではないように思わ
れる。イタリアの労働者が経営参加の領域において多大な成果をおさめる乙とができたのは，
むしろ，高次の階級的成熟さがそれを特徴づけていること，共産党がその闘争を指導している
乙と，のためであった。ちなみに，西ドイツでは，プロレタリアートのかなりの部分が社会民
主党の影響下にあり，改良主義的幻想に貫かれていたのである。西欧の共産主義者は，彼らが
監査役会のメンパーであると乙ろでは，参加の(労働者にとっての)効率が非常に高くなって
いる，と指摘している。なぜならば，彼らは(非現実的な「共通の利益」ではなく)労働者階
級の利益の首尾一貫した擁護に依拠しているからである。事実は，労働者参加の効率問題とは
(その形態の問題ではなく)むしろ労働者代表が「参加」機関において占める立場の問題であ
る，と証明している。形態は，労使関係システムの特質，階級闘争の伝統，等々に応じて，変
化する。それ故に，労働者階級の利益に最もかなうものは，多分， 2 つのタイプの労働者参加
(f内在的参加」と「外在的参加J) をめざす闘争の結合なのである。進歩的な研究者の見解に
従えば，乙れが労働者の反独占攻勢戦を本質的に拡大する乙とを助けるのだ。
労働者参加実現の最も重要な問題は「参加」機関における労働者代表の行動原則の問題であ
る。労働者がすでにかなりの権力を獲得するととに成功している会社が(それにもかかわらず)
資本主義経済の一部分であり，そのようなものとしてその行動原理に従う義務がある，という
乙とが問題なのだ。
すでに指摘したととし (f参加」を実施している)経営者たちは営業上の秘密を必ず守るよ
うに要求している。乙れは，労働者代表が単に営業上の秘密を競争会社にもらさないととだけ
ではなく，伝統的な闘争形態(特に，ストライキ)においてそれを利用しない，義務，を意味
している。このような立場は労働者階級の意識的な人々から激しい反撃にあっている。
競争相手の会社に情報を流してはならないとの命題にはそれなりの充分な根拠が存在する。
そうでないならば， (決して労働者ではなく)競争相手の経営者だけが得をする乙とになる。
(4) British Journal of Industrial Relations , 1978, vol. 17, No. 2 , pp.259-260. 
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それどころか， (乙のように本質的な損害をうけた)会社は財務的にも市場的にもかなりの痛
手をこうむり，乙れが労働者の賃金カット・雇用の減少につながることもある。さらに，資本
主義の現実では，情報が漏れたために会社が倒産し，労働者の大量解雇が実施された，という
事態も，しばしば生じている。それ故に，この場合には特別な但し書きが必要ではない。労働
者は自己の経済的利益を明確に理解し，その利益に反するようには絶対に行動しないのだ。
それとともに，営業上の秘密を(経営側が理解している形で)守るべしとの要求の第 2 の側
面は，労働者の利益に全く照応していないのである。あえていうまでもなく，労働者代表が経
営に充分効果的に参加するためには，会社の状況を知ることが必要である。しかも，乙の情報
は，単に経済構造において活動をおこなうためだけではなく，労働者の利益を(伝統的な階級
方式を含めた様々な方式で)まもるためにも，必要なのである。換言すれば，労働組合は(ス
トライキ闘争の効率を本質的に向上させるような)情報の入手に関心をもっている。彼らは
(現状をよく知れば)経営者が生産過程を最も中断しにくい時にストライキ l乙訴えることがで
きるのだ。さらに，このような(営業上の秘密の保持という)要求は労働者代表を従業員の上
位に置き，買収するための最適な条件をっくりだすことになる。労働組合の指導者がこのよう
に行動するならば，労働組合を「統合し」それを改良主義的路線へと転換させる可能性が生じ
るであろう。経営者は(大衆から遊離した) í労働者重役」エリートをつくりだすことによっ
て，同時に「経営参加」理念そのものの信用を失墜させているのである。それ故l乙，効果的な
労働者参加とは労働者代表が自由に情報を利用できることを，絶対に，前提としていなければ
ならない。労働者は，それが彼らにとって有利な場合には，特別な義務を課せられなくとも秘
密を保持するであろう。もっとも，労働者代表が営業上の秘密を口外することが法律で禁止さ
れているところでも，彼らは(法律との重大な抵触なしに)情報を組合に知らせることができ
る，ということを指摘しておかなければならない。特に，西ドイツの(巨大コンツェルンの監
査役会の副議長を長い間つとめた)ある共産主義者は，この命題は，現実には，「恐れている
人々のために，仔在する(」)，と指摘している。
さらには，経営者たちは，労使は会社の繁栄のために協力しなければならない，とあくまで
も要求している。彼らの主張に従えば，これが双万の側の幸福の基盤となる。しかし，資本主
義生産の諸法則は「羊は山ほどいるが，狼は満腹している」ということと対立しているのだ。
マルクスは，「資本論』にて，資本主義生産の目的は，商品の生産ではなく価値の生産ではな
く，剰余価値の生産である，と指摘した。それ故に，資本家は，繁栄を，自己の資本が最大限
の利潤をあげることと同一視している。資本主義のもとでは，特別剰余価値が大きな役割を果
たしており，それを獲得しようとする志向が経営者をして「共同繁栄」という宣言をおこなわ
しめている本質的要因である。資本は，現実に，特別剰余価値の一部分を労働者と「分かちあ
(5) <平和と社会主義の諸問題)， 1980年， 7 月号， 39ページ。
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う」ことができる。 (1経営参加」を実施している)若干の経営者たちはある種の「生産共同体」
の創出をその目的としているのであり，そ乙では利潤も賃金も，平均よりは，高いのだ。
乙のような状況を 但し，その基盤が異っている，すなわち，「経営者と賃労働者の利潤
の調和」ではなく，資本の集積と集中がそれであるが一一経済の独占部門に見出すことができ
アウトサイダー
る。乙こでは，周知のごとく，搾取が(それ以外の会社と比べると)はるかに強烈であり，比
較的高い賃金が巨大な独占利潤でカバーされている。賃金の若干の引き上げは，ストライキに
よる労働時間の損失を少なくする乙とやモチベーションを高めること等々によって企業利潤を
増大させる乙とで，利息をつけて，補填されているのだ。そして結局は， ζ れらはすべてヨリ
洗練された労働搾取となづてあらわれている。それ故に，「共同繁栄」は労働者参加の目的と
はなりえない。
このことは，労働者は生産それ自体の繁栄に反対する，ということを意味するのであろうか?
乙れを (1労働組合のエゴイズム」を論じる)資本の立場から考えるならば，答えは「はい」
であろう。だが現実は全く異なっている。労働者階級は決して(資本主義の弁護人が普通主張
しているような)生産一般に反対する破壊的な力ではない。ネッド・ラッド〔ラダイト運動の
指導者といわれている人物訳者〕や彼の後継者たちの時代はすでに忘却のかなたに消えてし
まったのだ。今日の資本主義諸国のプロレタリアートは，彼らの敵は，機械ではなく，機械が
いかなる社会的条件のもとで機能しているかである，とはっきりと理解している。プロレタリ
アートは客観的には社会の生産力の発達に関心をもっている。なぜならば，それが資本主義の
基本的矛盾を激化させ結局はそれを崩壊させるからである。しかし，労働者階級は(搾取強化
と大量解雇につながる)資本主義的生産「合理化」に反対せざるをえない。科学技術革命の業
績を(利潤追求を目的として)経済に導入することは，勤労者には有害である。資本主義のも
とでの労働者階級の状態の矛盾は乙の点にある。労働者参加がこの(避けられな L、)矛盾を部
分的に解消することを助けるのだ。参加過程において，労働者代表は，客観的には， (生産力
の総体である)会社の利益のために行動する(すなわち，技術過程の改善，新技術の導入，新
しい労働組織形態の導入などを促進する) ，換言すれば，生産の利益を順守している。だが他
面で，彼らは(資本としての)会社の利益に反対する，すなわち，搾取が少なくなることを志
向する，あるいは，剰余価値の極大化に反対する。乙のためには，労働者代表は，生産目的の
決定，投資計画，新技術の導入，賃金額や労働時間の決定，総利潤の配分，の領域において，
大きな権限をもたなければならない。それ故に， (労働者に経営構造においてかなり大きな権
限を与えるならば，生産過程はあたかも無政府状態のごとくなるであろう，との)ブ、ルジョア
経営専門家の警戒は，少なくとも，偽善者のそれのようにみえる。プロレタリアー卜の経済的
利益は，経済を破壊する乙とではなしそれを労働者の利益に奉仕させる乙とにあるのだ。
労働者参加の最も重要な原則は，進歩的研究者が指摘しているように，労働者階級の利益を
首尾一貫して擁護することであるが，乙れは若干の妥協を排除するものではない。なぜならば，
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最良の場合でも，プロレタリアートの手中には(決してすべての管理テコではなく)そのごく
一部分があるにすぎなし、からである。
労働者参加は労働組合を基礎としておこなわれるべきなのか，それとも(未組織労働者も含
む)自立的な参加制度を基礎としておこなわれるべきなのか，という問題は，労働運動におい
ては，最後まで未解決である。これと関連して，労働組合運動の成功にもかかわらず，乙の組
織形態は発達した資本主義諸国の全労働者の半数未満しかカバーしていないこと(特に，日本
ではそれがtl乙すぎないこと)を指摘しておかなければならない。しかも，組合指導者たちの
かなりの部分は改良主義的イデオロギーを信捧している。それ故に，労働者参加の組合基盤と
いう立場のみにたつならば，労働者の大部分がその作用範囲から脱け落ちてしまうのだ。
西欧諸国の進歩的勢力の若干の代表者(例えば，ベルギー共産党のぺ一・ジュア)は(労働組
合は経営側のパートナーとして行動することを余儀なくされる，という乙とを理由として)労
働組合の経営参加を警戒してしい14♂1 営業上の秘密の保持や経営責任分担というテ一ゼ、のブル
ヨア的解釈lに乙もとづづ、くならぱ，このような危棋には充分な根拠があろう。しかし，これらのテ
ーゼを労働者の利益の擁護という精神で解釈するならば，労働組合はマネジメントに対する自
己の立場を単に弱めることにならないだけではなく，強める乙とにもなるのである。マルクス
・レーニン主義の古典が教えているように，プロレタリアートの主要な道具はその組織である。
それ故に，労働者は，労働者階級の政党(特に，共産党)の支持を得た進歩的な労働組合を土
台として，労働者参加の実現をめざす闘争において最大の成果をおさめる乙とができるのだ。
それとともに，原則として，会社のすべての労働者が労働組合の組合員であるわけではない。
多分，日本だけがその例外であろう。しかし(労働組合が存在する)日本の企業においても，
臨時労働者，日雇労働者，社外工は，原則として，組合運動に参加していない。この範轄の労
働者を「経営参加」から除外することは(そうでなくとも存在している)組織労働者と未組織
労働者の格差を助長し，労働戦線の分裂を(そして結局はプロレタリアートI の立場の全体的な
弱体化を)促進するであろう。それ故に， (労働組合が存在している企業の)未組織労働者も
「経営参加」領域において(組織労働者と同じ)権利をもたなければならない，換言すれば，
「参加」機関において積極的にそして能動的に選挙権を行使しなければならないのである。乙
の場合，「参加」機関への労働者代表の選挙は，組織労働者や未組織労働者ごとにパラパラに
おこなう(残念なことに，西ドイツの法律がこのような実践を認めている)のではなく，賃労
働者全員の全体集会においておこなわれなければならない。労働組合は労働者参加過程におい
て指導的役割を果たし，そこに未組織労働者をも参加させ，それを基礎として自分たちの部隊
へ彼らをヲ|き入れなければならないのである。
あえていうまでもなく，労働組合が存在しないあるいはそれが極めて弱く少数の従業員しか
(6) (平和と社会主義の諸問題)， 1980年， 7 月号， 34ページ。
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連合していない会社では，労働者参加の実施をめざして闘うこと(特にそれを具体化させる乙
と)は非常に困難である。ここでは労働者参加がえせ参加へと変質していく危険性が極めて高
い。上の行論にて指摘したととし労働者参加の最も重要な原則は下からのイニシアティブで
ある。換言すれば，参加は階級闘争の結果として獲得されなければならないのだ。労働組合が
それに成功するならば，未組織労働者も自立的ななんらかのラジカルな要求を提示し，それを
実現できるであろう。それ故l乙，労働者参加をめざす闘争の重要性についての共産党や進歩的
組合の宣伝活動そしてこの問題について未組織労働者に理論的にも実践的にも援助を与えるこ
とが，乙こでは，大きな意義をもってくる。その時にはじめて，乙の多数派労働者部隊の利益
を擁護することにある程度成功し，これが彼らの階級意識と組織性の向上を促進するであろう。
そして，労働者参加機関が組合結成の基盤となろう。
経営者は，労働者代表を経営機関に参加させるにあたって，経営側と労働組合で経営責任を
分担することを条件としている。乙れは，労働組合が(会社が赤字になった場合)財務上の責
任の一部を引きうけること，「共同」で決定された事柄に対して労働者に反対させない乙と，
を意味している。
労働組合はこのように資本主義経営に対して一部分責任をもたされることに反対している o
すでに指摘したととし支配階級は，「参加」を実施する場合，すべての管理テコを自己の手
中に残すことを志向している。これらの条件のもとでは，責任分担命題は労働者に不利である。
労働組合は経営政策に重大な影響を及ぼすことができないのであり，本質的には，経営側の
(1共同」で採択された)反労働者的な事業を認めざるを得ないのだ。経営者は，非合理的な
経済活動の場合には，損害の一部分を組合の金庫から補填できるのであり，それによって自己
の損失を最小限にし同時に組合の力を弱体化できる。組合が「共同」決定事項を承認すること
は，事実上，労働者階級が経済闘争をおこなうことを完全に拒否する乙とを意味する。それ故
l乙，進歩的な労働組合はこのような(本質的には，経営活動への労働者の影響領域を狭めるこ
とを意味する) 1参加」をめざしていない。
真の労働者参加がお乙なわれる場合には，事態が若干異なる。乙の場合には，労働者カ2ほん
とうに経営上の権力(正確に云えば，その一部分)を有している。労資の利害の対立に依拠す
るならば，労働者参加の枠内における意思決定を 3 つのタイプに分ける乙とが合法的である。
①資本に有利な，意思決定。②労働者に有利な，意思決定，③双万の妥協の産物としての，意
思決定。極めて当然の乙ととして，労働者階級は，第 2 のタイプの意思決定の拡大，第 1 のタイ
プの縮小，第 3 のタイプを出来るだけ第 2 のタイプへと近づけること，をめざして闘っている。
経営者の政策は，いうまでもなく，全く〔労働者階級のそれと〕正反対である。ただし，かな
り発達した労働者参加の段階でも，大多数の問題は，多分，第 3 のタイプの意思決定に関わる
であろう。上述の図式に依拠するならば， (お互いに〕了解しあった意思決定に対してだけ責
任を分担しなければならないとのテーゼ，を認めることが理に適っているのではないだろうか。
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こ乙から，労働組合は(労働者代表との聞に同意がないにもかかわらず採択された)決定に対
して責任をもっ必要がない，ということになる。
これらの条件下では，経営「参加」機関における労働者代表の買収の可能性という問題が当
面的な意義をもってくるであろう。なぜならば，支配階級は，労働者参加をえせ参加へと転化
させる最高の手段として，それに，最も期待を寄せるからである。
乙のような買収の危険は極めて現実的である。資本は(労働者代表に物質的な性格をおびた
多大な財貨を与えることによって)彼らの何人かを自分の側に引きょせ，労働者参加の本質を
歪曲できるのだ。このような条件下では(そのような危険を少なくする)一連の措置で資本に
対抗することが必要である。
この問題に関しては，進歩的な研究者の見解に従えば，なによりもまず，労働者代表が選挙
人に対して報告をおこなうことが必要である。彼らは，定期的に， 4 半期に少なくとも一回，
労働者全体集会において自分たちの活動について報告しなければならない。この集会には，代
表をいつでも召還し，もしある代表が信用できなくなったならば，他の代表を任命する権利，
が与えられなければならない。換言すれば，労働者代表が「参加」機関に派遣される期間は厳
密に固定されてはならないのであり，労働者集会が，その時々に，同一人物に引き続き委任状
を与えるか否かを決定しなければならないのだ。労働者側からの自分たちの代表に対する統制
一一これが(彼らが資本の側に移ることを予防する)効果的な手段である。
これと関連して，労働者代表の給料に関する問題が生じる。彼らは(資本側代表と同じよう
l乙)経営構造への代表〔という職務〕に対して給料をもらわなければならない，との見解，が
存在する。それとともに，彼らは，乙の給料のなかから (r参加」機関へ選出されるまでの賃
金額に相当する)部分と「労働者重役」として活動するために必要な「代表経費」の合計〔以
外の額〕を留保しなければならない。乙の留保部分は特別な基金へと組み入れられ，例えば，
労働組合の金庫を補充するために，換言すれば，あらゆる形態の階級闘争を強化するために，
利用される。このような実践は，例えば， (監査役会の一員であった)西ドイツの共産主義者に
支持されてし141 さらには，「代表経費」が潜在的な買収形態であるという事実を考慮するな
らば，労働者代表が労働者集会においてあるいは(労働者から成る)特別委員会において報告
することは，道理l乙適っている。
このように労働者が労働者代表の活動をたえず統制することそして彼らが高い所得を得るル
ートを断つことが，進歩的な研究者の見解に従えば，ブルジョアジーが労働者代表に影響を及
ぼす最適条件がつくられる可能性を予防するのである。
西欧諸国の進歩的勢力の多数の代表者たちは，労働者を経営に参加させることは「会社エゴ」
の心理を生みだす乙とになるあるいはそれがすでに存在していると乙ろ(例えば，日本)では
(7) {平和と社会主義の諸問題}， 1980年， 7 月号， 38ページ。
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そのような心理を強化する ζ とになる，との不安を表明している。彼らは，従業員や組合員は
(彼らが資本主義の枠内で労働者の経済的状態を改善するという課題をブルジョア的に社会改
良主義的に歪曲された宣伝によって体得した場合には)労資の利害は「一致する」との理念に
貫かれるのではないか，と考えている。マルクスが『資本論』にて指摘したととし資本主義
のもとでは，あらたに創りだされた価値は 2 つの部分に分かれる。そのうちの 1 つは利潤の形
で、ブルジョアジーの手にはいり，他の 1 つは賃金の形で労働者階級の処分下にはいる。この場合，
当然のこととして，後者が少なくなれば前者は多額となり，その逆もまた生じる。乙こには被
搾取者と搾取者の昔からの対立が存在する。それとともに，あらたに創りだされた価値の量が
多くなればなるほど，労働者が多額の賃金をうけとることも一一たとえ，乙の場合「パイ全体」
に占める前者の割合が相対的に減少するとしても一ーまたあきらかである。そのためか，ブル
ジョア宣伝は，あらたに創りだされた価値の量を増大させる乙とが労働者にとってただただ
「必要であり J I有利である J，と示そうと努めている。だがその結果として，労働者が階級闘
争を弱体化させ，「階級協力」イデオロギーを体得し，会社の繁栄のために自己の力を利潤追
求へと傾注する，危険，が存在しているのだ。日本の労働者階級には，多分，最大の危険が待
ちうけている。乙こには「会社エゴ」が特に強く根をはっているのだ。
ブ、ルジョア・イデオロギーの労働者階級への侵透は極めて有害な結果を引きお乙す。例えば，
これは，特l乙，労働者階級の政治闘争の完全な凍結とイデオロギー闘争の部分的な拒否をもた
らす。実際，一面で，労働組合は，乙れらの条件のもとで、は，搾取の制限に関する重大な要求
を提起できない。なぜならば，乙れらの要求の実現が企業活動の技術経済的指標を低下させる
からである。逆に，彼らは，客観的には，労働搾取の強化に賛成せざるをえないであろう。も
ちろん，乙れは賃金の若干の引きあげをもたらす。しかし，企業家の利潤はそれ以上増加する
であろう。他方で，会社エゴの結果は労働者階級の深刻な分裂である。労働者階級の内部で，
激しく闘争しあう集団があらわれる。団結した労働者の大衆的行動は事実上不可能となる。こ
れが( I参加」といういぱらの道でプロレタリアートを待ち伏せている)重大な危険である。
それ故に，労働者参加は(乙のような状況の発生の可能性を予防するような)全体的なメカニ
ズムのなかで一連の措置を予定しなければならないのである。
階級闘争の論理は，労働者階級の利益の最も首尾一貫した擁護者(すなわち，共産主義者)
を「参加」機関へ参加させる乙とが乙の方向での最も本質的な措置である乙とを物語ってい
る。彼らは(労働者代表の活動に全体的な方向性を与え)協調主義的傾向の発現を予防できる
のだ。しかし，共産主義者を「参加」機関に幅広くそして至ると乙ろで代表させる乙とは今日
必ずしも現実的ではない。それ故に，今日では，反労働者的スローガンの真の意味と目的を
(マルクス主義的立場から)宣伝し解説することや労働者参加の建設的プログラムを作成し改
善することが，乙の目的を達成するための極めて重要な手段なのである。発達した資本主義諸
国の大多数の共産主義政党や労働者政党は今日まさにこの政策に従っている。
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資本主義経営管理は，今日の生産力発達段階において，特別な(高度な専門的訓練を必要と
する)極めて重要な領域へと転化してきている。これと関連して，資本の側からも労働の側か
らも， (このような訓練をうけていない)労働者が果たして生産に十分精通し(自分たちの利
益を擁護するような)最適な経営上の決定を選択できるのであろうか?との疑問，が提示され
ている。労働者代表は(彼らよりもはるかに経営メカニズムに精通している)専門経営者の影
響下にはいってしまうのではなし 1かという問題が，西欧諸国の進歩的勢力を非常に不安にして
いるのだ。
すでにマルクスとエンゲルスが，労働者階級には経営能力がない，とのブ、ルジョア的神話，
の正体をあばいている。そしてこの命題は現実にも革命ロシアにおいて確認されたのである
(昨日の労働者が工場長となった)。当時は同時にブ、ルジョア専門家を引き入れることにも極め
て多大な注意が払われたが，それは決して労働者にそのような能力が欠けていたためではなく
多数の分野の専門的知識が不足していたためであった。その後労働者階級や農民のなかから新
しいソビエト的インテリゲンチア(すなわち，新しい労働者部隊)が出現するにつれて，ブ、ル
ジョア専門家を利用する必要性もなくなっていった。
勝利をおさめていないプロレタリアー卜が(資本の側にたつ)専門経営者の奉仕に頼ること
ができないこと，彼らを「経営参加」機関へ自分たちの代表として参加させることができない
こと，は全く明白である。だが残念な乙とだが，このような「専門家参加」への偽善的なアピ
ールが (1976年に西ドイツで採択された)共同決定法の審議過程においてブ、ルジョア学者や政
治家に極めて特徴的なことだったので、ある。すでに強調したととし支配階級は，この結果，
管理職員の一人を「労働者代表」として監査役会に参加させるという状況をっくりだすことに
成功した。この乙とが経営上の意思決定に対する労働者階級の影響力を本質的に制限させたの
であった。西欧のマルクス主義者にとって，従業員が，自分たちの代表を，自分たちの仲間か
らそして党員や組合員のなかから登用しなければならないことは，全く明白な事柄である。
発達した資本主義諸国では，今日，「労働者」概念は(工業労働者から職員やインテリゲン
チアのかなりの部分に至る)極めて幅広い層を含んでいる。現代生産の欲求ならびに倦むこと
を知らぬ闘争は労働者の一般および専門教育水準の本質的向上をもたらした。乙れが労働者が
専門家として経営参加するための一定の前提をっくりだしている。だが同時に，経営領域の専
門的訓練をうけた 6 のはいまだ労働者代表の少数者にすぎない。それ故に，労働者参加を実現
するために人員を養成することが労働者階級の党と進歩的労働組合の重要な課題なのである。
これと関連して， (労働者のための)大学や学校などの教育施設網を本質的に拡大する必要性
が，なによりもまず，高まってきている。と同時に，会計，計画論，数理経済学，マーケティ
ングなどの学問(すなわち，「参加」機関で活動するために必要な知識)も教育しなければな
らない。もちろん，幅広い教育網をつくりあげるためには一定の経費が必要である。しかし，
それらは何倍にもなって返ってくる。なぜならば，専門家としての意識的な参加は二重の利益
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をもたらすからである。それは労働者の物質的状態を改善するだけではなく，資本の所有主の
みならずその代理人(すなわち，経営者)さえも生産上かけがえのない人物ではないことを，
労働者に，はっきりと示すのだ。
西欧諸国の労働運動の本質的対立は，労働者の経営参加はいかなる企業において(すなわち，
私企業か公企業か)実施されるべきなのか，をめぐる問題，にみられる。私企業では労働者階
級が(たとえ広範囲にわたるとはいえ)限定された経営者集団と対立しているとするならば，
公企業では労働者階級が(国家がいわばその人格化されたあらわれである)資本家階級全体と
対立している，という点が問題なのである。労働者階級の一連の代表者たちは資本主義のもと
での国家的所有の本質を多分若干誤って理解し，上述の経済部門を厳密に区分している。この
問題に関して，特l乙， 1970年代の中頃にイギリスにおいて活発な論争がおこなわれた。乙の時
期，経営参加をめざすイギリスの労働者の闘争が高揚し，重要なプログラム資料(すなわち，
イギリス労働党のいわゆるグリーン・ブック『社会と会社』とイギリス労働組合会議評議会の
『産業民主主義』報告)があらわれた。これらの(基本的には『民主社会主義』理念にもとづ
いて執筆された)資料にはパートナー参加実施の必要性が宣言されている。〔だが〕イギリス
労働組合会議第106回および第108回大会の代表たちは(上述の報告書を検討し)その改良主義
的傾向を指摘し，労働者・組合代表の私企業の取締役会(監査役会)への参加は容認しがたい
と述べた。なぜならば，彼らの見解に従えば，これは資本の利益への労働者の執心を意味する
からである。その結果，民間部門の参加は「効果的な，完全に独立した運動」にもとづいて発
達し，公共部門の参加は，労働者代表を会社の取締役会へ参加させる乙とによって，発達しな
ければならない，との決定，がなされfiE: 乙のような観点は(効果的な参加は公共部門の企業
においてのみ可能であり，民間部門では伝統的な方式で闘わねばならない，と考える)イギリ
ス共産党にも支持されてし141
しかし，「参加」の現実は相異なる経済部門の参加をそれほど明確に区別することを可能に
していない。いずれにおいても，労働者階級の利益にもとづくならば，それは，経営側から完
全に独立した運動(すなわち，労働者組織があらゆる形態の階級協力を拒否し階級闘争という
首尾一貫した立場を貫くこと)にもとづいて，おこなわれなければならないのである。事実，
乙の場合にのみ，えせ参加ではなく，真の参加，が可能なのである。それとともに，これを根
拠として，私的部門の会社の経営構造への労働者代表の参加は容認しがたい，との結論，をだ
すことは正しくないであろう。資本主義のもとでの国家的所有とは全人民的所有ではなしそ
れは(たとえ民主的固有化をめざす闘争において若干の成果が可能であるとしても)支配階級
の利益に，ブ、ルジョアジーの権力が打倒されるまで，奉仕するのだ。それ故に，私的所有と国
(8) Workers Control-the Labor Front of the Corporate State. 1976, pp.19~21. 
(9) {平和と社会主義の諸問題}， 1980年， 7 月号， 34ページ。
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家資本主義的所有の聞には，原則的な相違が存在しない。労働者参加の導入と実現はいずれの
経済部門においても可能であり，しかもいずれの場合にも，それは「内在的参加」とも「外在
的参加」ともなりうるのである。
労働者参加の重要な問題はそれとほかの階級闘争形態との相互作用の問題である。支配階級
はブルジョア的「経営参加」を導入し，それをプロレタリアートの唯一の主要な(ただしブル
ジョアジーの統制下におかれた)運動へと転化しようと努めている。「参加」を〔他の闘争形態
から〕切り離し(それを基礎として)その他の闘争形態を攻撃することが，えせ参加の基本的
目的の 1 つである。西欧諸国の左翼勢力の代表者たちは，「参加」発達の乙のような途は労働
者階級にとっては絶対に受け入れがたいものである，と考えている。彼らは反独占闘争を縮小
しようとするあらゆる試みに(たとえそのような試みがいかに「民主主義的形態」をとってい
ようとも)反対している。労働者代表を経営構造に参加させ労働者の利益を擁護するためには，
それ〔代表制度〕が，その他の階級闘争形態との密接な利互作用のもとで，おこなわれなけれ
ばならないのである。
これと関連して，民主的勢力の見解に従えば，なによりもまず，労働者の経営参加がストラ
イキ闘争との密接な関連のもとでおこなわれることが必要である。プロレタリアートはいかな
る場合でも(経営者がよくおこなっているように，労働者代表が経営機関に参加している場合
でも)ストライキ権を拒否されてはならないのだ。そうでないならば，参加は，労働者にとっ
て，その意味を失うであろう。労働組合は(会社の状態について』情報を入手し)経営側にとっ
て最も厳しい時期にストライキに訴え，その結果としてかなりの成果をあげることができるの
だ。と同時に，ストライキ闘争は「参加」機関の労働者代表を支持する強力な手段である。す
べての決定が過半数にておこなわれる上述の機関において少数派であったとしても，彼らはそ
れ〔すなわち，ストライキ〕に依拠して，労働者の利益のために経営政策に積極的に影響を及
ぼすことができるのだ。「労働者参加」とストライキ闘争の合理的結合が労動者の経済的状態
を本質的に改善する。
西欧諸国の左翼勢力の代表者たちは，労働者参加の過程では，プロレタリアートの階級闘争
の最終的展望を見失わないことや中途でやめないこと(すなわち，労働者の短期的な経済的利
益だけを追求しないこと)が，特に，重要である，と執幼に強調している。それ故に，「参加」
はもう l つの民主主義をめざす闘争と密接に結びつかねばならないのだ。労働者の階級意識を
高める乙と，具体的な「参加」事例によって経営側(ヨリ広く言えば，資本)は労働側のパー
トナーではなくそれぞれの利益はつねに対立していることを説明してやること，が，特lこ，重
要視されなければばならない。労働者は(労働者参加の経過に精通するにつれて) ，彼らのイ
ニシアティブが決して具体化されないこと，不屈の階級闘争だけが経営側の譲歩をもぎとるこ
とができる乙と，労働者の利益は(結局は)資本の支配のもとでは完全に実現きれない乙と，
をはっきりと確信する。そして最後に，「参加」機関における労働者代表の活動は彼らが経営
-109-
宮坂純一
管理領域の専門知識を獲得する乙とを助けるのだ。その結果，もう 1 つの民主主義の条件下に
おいて，労働者階級は自分たちの仲間のなかから「赤い経営者」を押しだし，空文にとどまる
乙となく実際に生産をすみやかに改善できるのである。
かくして，労働者参加は階級闘争から隔離された形態として考察されてはならないのである。
それは反独占闘争戦線拡大の手段であれそのようなものとして乙の戦線のほかの形態と密接
に相互作用しあわなければならない。労働者参加をほかの階級闘争形態から切離すならば，そ
の進歩的本質は，不可避に，失われる。
労働者参加の(最も重要だがいまだ未解決な)問題とはかくのごときものである。これらの
問題の科学的なマルクス主義的分折および具体的な労働者参加勧告作成の主要な基準とならな
ければならないものはつぎの命題である。ある「参加」形態は階級闘争の発達を促進するのか
それとも促進しないのか，と。マルクス主義的な「経営参加」運動の基本課題は乙の闘争の激
化である。
日本に戻るならば，現代の社会経済的情勢は，乙の国の民主的勢力に，「経営参加」問題に
対する懐疑的態度を変革し，それを労働者の利益をめざす階級闘争の積極的形態へと転化させ
る乙とを要求している，と指摘しなければならない。現実の生活が，労働者の生活水準と民主
的権利に対する資本の攻撃に対抗するために，現在の資本主義の現実下では，乙のことを今日
にでもしなければならなし、と指示しているのだ。
(完)
〔訳者後記〕
文中の( J 内の文章は訳者が挿入した。
(以上の翻訳については， (;槻日本著作権センター，ソ連邦著作権協会を経て，原著者の許諸
を得ているJ
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